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製造物責任制度の導入が企業の原価管理に及ぽす影響
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昨年１０月、 首相の諮問期間 であ る国 民生活審議会消費 者政策部
会 は、 製 造物責任 （ｐｒｏｄｕｃｔ

１ｉａｂｉ１ｉｔｙ： 以 下、 ＰＬ と い う） 制 度 に 関 す る 報 告
を と り ま と め た が、 同 制 度 を わ が 国 に 導 入 す べ

きかどうかの結論につい ては本年秋以降に先送りする との方針をうち だした。 そ の背 景 には、

同制度の導入に終始懸念 を表 明してきたわが国の産業 界の根強い反対が あったといわれている。

しか しなが ら、 米国や ＥＣ 諸国
など先進諸国がこ ぞっ てこの制度を 導入ま たは導入 を決 めて

いる今日、 わが国 だけがその導入を決断でき
ないでい ることに対 して は、 国内の消費者団体や

日本弁護士連合会の 抵抗 はもとよ り、 遠く 海外
か らの 批判 も必至と思わ れる。 それだけに、 遅

かれ早かれ、 ＰＬ制度 はわ が国に導入さ
れる運 びとな るであろ ㌔

ともあれ、 ＰＬ制度 の導 入はわ
が国の企業経営に各 種の、 かつ多大な 影響を 及 ぼす こと にな

るであろう。 本稿 では、 この影響
を原価管理実践上の 諸問題に係わ らせ て検討していくことに

し た い。 ま た、 あ わ せ て、 当 該 諸 問
題 の 解 決 に 向 け て、 管 理 会 計 シ ス テ ム が い か な る 貢 献 を な

しうるかということ にっ いても触れていきたいと思 ㌔

皿． Ｐ Ｌ制 度と 原価 管理
上の 諸 問題

さ て、 ま ず は
ＰＬ 制 度 が ど の よ う な 性 格 の も の で あ り、 そ れ が 企 業 経 営 に い か

な る 影 響 を 及

ぼ す も の で あ る か を、 再 確 認 し て お く こ と に し よ う。

ＰＬと は、
消費 者救 済の立場から、 製品の欠陥 や警告等の不備に起 因する事 故 の責 任を 広範

囲 に メ ー カ ー に 負 担 さ せ る こ と を 法 律 に よ っ て 義 務 づ け る 制 度 の こ と で あ る。 す な わ ち、 製 品

に起因する事 故が起こった場合、 現行の制度 （民 法７０９条） では、 まずメーカー側に過失
があっ

た か ど う か が 問 わ れ る。 こ れ に 対 し、 ＰＬ 法 で は、 た と え メ
ー カ ー の 過 失 が 立 証 さ れ な く て も、

製晶自体の欠 陥の存在と、 かかる欠陥と被害との 因果関係さえ明 ら
かになれば、 メ

ーカーに対

し賠償責任 を課すことができる、 「欠陥責任 （厳 格責任あるいは
無過失責任な どともいわれる）」

の 立 場 を と っ て い る。 た だ し、 欠 陥 の 有 無 に 関 す る 立 証 責 任 は、 米 国 で は メ ー
カ ー が、 ＥＣ 型

では消費者 が負 うことになっており、 かかる責任 の所在
と 「開発危 険の抗弁」 （製 晶 の開 発段

階で欠陥が 科学的・物理的に予見できなかった場 合は、 メ ーカーの 責任は回避できる） を認め

る か 否 か が、 わ が 国 の ＰＬ 制 度 導 入 に 関
す る 最 大 の 争 点 と な っ て い る。
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前述のように、 わが国の
産業 界はＰＬ制度の導入 に難色を示してきた が、 そ の 根拠 はお よそ

次 の よ う な も の で あ る。

（１） 日本のメ ーカー は、 す でに製品の安全性確 保に向けて十分
な努力を している。

（２） 技術革新や新製晶の 開発意欲を阻害 し、 競 争力を低下さ
せ 乱

（３） 訴訟が乱立 し、 訴訟 対
策や保険料な どのコ スト負担が増大する。

もしも製晶事故の件数が、
製品安全に対す る企業の努力水準を推 し量るバロメー ターとなる

と す れ ば、 第 一 の 根 拠 は も ろ く も 覆
さ れ る こ と に な る。 す な わ ち、 通 産 省 が 昨 年

４ 月 に 公 表 し

た１９９０年度の工業製品事 故の集計結果によ ると、 総件数４２３件中、 明 か に製 品の
欠陥 に起 因

す る 事 故 が ３５．７ ％ で 第
一 位 を 占 め た。 ま た、 第 二 位 は 消 費 者 の 誤 使 用 お よ び 不 注

意 の ２９．８ ％

で あ っ た が、 こ れ ら は 警 告 等 の 不
備 に 起 因 す る も の で あ る た め、 製 品 事 故 の 実 に ６５

％ が ＰＬ の

対 象 と な り う る 性 格 の も の で あ っ た こ と に 驚 か さ れ る。 と く に、 わ
が 国 の メ ー カ ー は 輸 出 製 品

に は 付 け る 警 告 文 を イ メ ー ジ ダ ウ ン に な る と い う 理 由 で、 国 内 で は 付 け て い
な い ケ ー ス が 圧 倒

的で、 こう した内外で の対
応をめぐる不公 正さの存在も、 ＰＬ論議に拍車 を

か ける 一因 とな っ

て い る の で あ る。

つ ぎ に、 第 二 の 根 拠 は、 第
三 の 根 拠 で あ る コ ス ト 増 が リ ス ク と し て 働 く こ と か ら 結 果 す る と

い わ れ て い る。 確 か に、
ＰＬ 制 度 が 導 入 さ れ る と、 メ ー カ ー は 必 然

的 に 製 品 の 安 全 対 策 を 強 化

せざるをえなくなり、 そ
の 結果として、 製 晶の安全確保に対する

先 行投 資と訴訟および損害賠

償に備えるための保険料負 担に関連 して追加 的なコス トが発生する こと にな る ［安田火災海上

保 険， １９９０， ｐ．５！コ。
し か し、 こ れ ま で は、 ど う い っ た 内 容 の コ ス ト

が ど れ だ け、 か っ い つ の

時 点 で 発 生 す る こ と に な る の か は、 ほ と ん ど 議 論 さ れ て こ
な か っ た と い え る で あ ろ う。 ま ず は、

ＰＬ 関 連 の コ ス ト の 中 味 か ら 検 討 し て み る こ と に し よ う。

企業の ＰＬ対策 は、 製晶それ自体の 安全 性確保
と欠陥防止、 さ らには製品クレーム の処 理な

ど ＰＬ事 故 を 未 然 に 防 ぐ た め の 予 防 対 策 （ＰＬＰ ｌｐｒｏｄｕｃｔ １ｉａｂｉｈｔｙ ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ） と、 い わ ゆ る

訴 訟 対 策 や リ ス ク ・ フ ァ イ ナ ン ス 手 段 と し て の 保 険 の 活 用 な ど の ＰＬ 防 衛 策 （ＰＬＤ ： ｐｒｏｄｕｃｔ

１ｉａｂｉ１ｉｔｙ ｄｅｆｅｎｃｅ）か ら な る。 し た が っ て、 ＰＬコ ス ト
も、 こ れ ら 性 格 を 異 に す る 二 っ の 活 動 に

関 連 づ け る こ と に よ り、 ＰＬＰ コ ス ト と ＰＬＤ コ ス ト
と に 大 別 す る こ と が で き る で あ ろ ㌔

表 １ は、 ＰＬ コ ス ト の 発 生 源 泉 と
な る 活 動 を 上言己の ＰＬＰ と ＰＬＤ に 関 連 づ け て 体 系 的 に 示 し

た も の で あ る。 た だ し、 メ ー カ ー の 製 晶 安
全 対 策 は、 ＰＬ 制 度 導 入 の 如 何 を 問 わ ず、 品 質 管 理

や晶質保証活動の 主要 項目として従来か ら実施されて いる。 ＰＬ の法制化によっ て、 その 内容

は さ ら に 強 化 さ れ る こ と に な る で あ ろ う し、 ま た 質 的 に も 従 来 の 活 動 と ＰＬ 対 策 で は か な り の

開 き が あ る。 だ か ら と い っ て、 ＰＬＰ に 関
連 す る 追 加 的 な コ ス ト を 経 常 的 な 品 質 管 理 や 晶 質 保

証活動に付随 して 発生するコス トと分離 した形で把握する ことは困難であ 乱 この こと か ら・

一 般 に ＰＬ コ ス ト は ＰＬＤ コ ス ト を 指 す 場 合 が 多 い よ う で あ る。

そ れ で は、 ＰＬ 制 度 の 導 入 に
よ り、 ど れ く ら い の 追 加 的 な コ ス ト が 発 生 す る こ と に

な る の で
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表１ ＰＬコストの発生源泉

Ｐ Ｌ コ ス ト の

発 生 段 階
Ｐ Ｌ コ ス ト の 発 生 が 予 測 さ れ る 活 動

開 発 ・ 設 計 ① 安 全 設 計 ・ 安 全 性 確 認 試 験、 ② 誤 使 用 ・ 過 負 荷 テ ス ト

段 階 ③ 保 安 部 晶、 保 安 特性 の 設 定、 ④ 技 術 資 料 ・ 試 験 記 録 の 保 管

Ｐ

Ｌ
製 造 段 階

① 保 安 部 晶 の 製 造 管理、 ② 集 荷 時 の 安 全 性 評 価、

Ｐ ③ 製 造 お よ び検 査 記録 の 保 管、 ④ 作 業 者 に 対 す る Ｐ Ｌ 教 育 ・ 訓 練

活
販 売 お よ び

① 法 規 制 ・ 規 格 情 報 の 変 更 ・ 制 定 の 動 向 に 関 す る 情 報 収 集

動
サ ー ビ ス

② 広 告 ・ 宣 伝 に 関 す る 販 売 資 料 の 適 正 化、 ③ユ ー ザ ー に 対 す る 危 険

段 階
告 知、 警 告、 取 扱 上の 注 意 事 項 に 関 す る 情 報 提 供、 ④ 事 故 情 報 の

フ ィ ー ド ・ バ ッ ク、 ⑤ リ コ ー ル お よ び 欠 陥 製 晶 の 回 収

Ｐ Ｌ Ｄ 活 動 ① Ｐ Ｌ 保 険、 ② 応 訴 対 策、 ③ Ｐ Ｌ 訴 訟 に 関 す る 情 報 収 集

（下山田 ［１９９２］ をもと に作成した）

あ ろ う か。 し ば し ば 指 摘 さ れ る よ う に、 米 国 で は 近 年 ＰＬ 関 連 の 訴 訟 が 頻 発 す る と と も に、 賠

償額 も高額化したため、 保険会社 の経 営が悪化し、 保険料 も急 騰した。 たとえば自動車の場合、

米国企 業のＰＬ コス トは１台あたり数 百ドルに達する と いわ れ る ［『朝 日 新聞」 １９９２ 年１２月

２８ 日］。 換 言 す れ ば、 そ の 分 だ け 日 本 の メ ー カ ー は、 米 国 の メ ー カ ー よ り も コ ス ト 優 位 に 立 て

る こ と に な る’〕。 も ち ろ ん、 日 本 企 業 も 米 国 に 輸 出 す る 際 に は、 同 様 な コ ス ト 負 担 を 強 い ら れ

る こ と に な る が、
一 方 で 国 内 に お け る ＰＬ コ ス ト の 負 担 が な い 分 だ け 製 品 価 格 を 低 く 抑 え、 か

っ設備 投資などを有利に発展すること ができる。 そのため、 ＰＬ は貿易不均 衡の 原 因に もな っ

て い る の で あ る ［朝 見、 １９９１， ｐ．７］。

た だ、 法 環境その他が異なるわが国 では、 ＰＬ 制度が導入さ れても、 乱訴状 態 にな る可 能性

は少なく、 コス ト 面で も保 険料 の若 干の 上昇 が 見 られる 程 度と い うの が大 方 の予 測で ある

［『日本経済 新聞』 １９９２年１１月 １５日コ。 むしろ、 わが国の 産業界が強い警 戒感を 抱 いてい る の

は、 １二述 の ＰＬ コ ス ト よ り も、 訴 訟 な ど に 巻 き 込 ま れ て し ま っ た 場 合 に 企 業 が 蒙 る で あ ろ う ダ

メ ー ジ に 対 し て で あ る。 た と え ば、 記 憶 に 新 し い 昭 和 電 工 の ＰＬ 事 故 の ケ ー ス
助 で は、 和 解 金

や賠償金 の支払いにともなう同社の支 出は ９２年末 で延 べ８０７億円 （う ち 約５４７億 円を ９２年

１２月決算 で特別損失と して計上） に達 し、９３年 度も数百億円 が見込ま れて いる。 しか も、 こ

う し た 直 接 的 な 負 担 に く わ え て、 裁 判 結 果 が ど う あ れ、 ＰＬ 訴 訟 に お け る 被 告
と な る こ と で、

企業イメー ジが失墜 し、 その結果、 将来 における売上減や逸失利益 が発生するこ
とこそが 問題

で あ る。 こ れ ら の 支 出 は、 い わ ば ＰＬ 損 失 で あ っ て、 前 述 の ＰＬ コ ス ト
と は 性 格 を 異 に し て い

る。 た だ、 こ う し た 損 失 は、 ＰＬＰ 対 策 を 十 分 に 進 め て い れ ば、 そ の 大 部 分 は 防 げ た は ず で あ

る。 そ こ で、 か か る 損 失 額 は ＰＬ 対 策 に 必 要 と さ れ る
一 連 の コ ス ト か ら み れ ば 機 会 原 価 と 見 な

す こ と が で き よ う。
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そ の他、 大幅
なコスト負担が見込ま れる項目と して は、 製晶安

全のための研究開発費がある。

再 び 自 動 車 を 例 に と れ ば、 欧 米 の メ ー
カ ー は、 日 本 の メ ー カ ー を は る

か に 凌 ぐ 開 発 コ ス ト３〕 を

直接的な商晶開発以外の部分、 例え ば基礎基盤技 術や 社会的課題への対
応にあててきた ［野中

ほ か、 １９９３， ｐ．８３コ。 ＰＬ 制 度 の 導
入 は、 わ が 国 の メ ー カ ー に 対 し て

も 同 様 な 対 応 を 迫 る こ と に

な る で あ ろ う。

ところで、 ＰＬによる規制 強化は、
一面では新たな 利益獲得機会の出現を 意味 する と も考え

ら れ る。 上 述 の 自 動 車 に つ い て い
え ば
、
米 国 の よ う に エ ア バ ッ ク あ る い は 自 動 装 着 シ ー ト ベ ル

トを装備した車が義務づけ られるようになっ てく れば、 新車市場の回転率を高
める要因になる

か ら で あ る。 た だ し、 安 全 対 策 に 要 す る コ ス ト
を す べ て 価 格 に 転 嫁 し て し ま え ば、 期 待 す る 回

転率の改善は望めなくなる ［『日本経済 新聞』 １９９２年１２月１３日］。 結局、 こう
した コス ト 上

昇分に見合うだけの原価 低減が、
なん らかの 手段を通じて実現されて いかなけ ればな らなく な

ろ う
。

かくして、 ＰＬ制度の導入 は、
原価管理上の 新たな問題を喚起すること にな る が、 そ の管 理

上 の 重 点 は 主 に 製 晶 の 開 発 ・ 設 計 の 段 階 に 注 が れ る こ と に な ろ う。 そ の こ と か ら、 こ の 段 階 に

おける原価管理活動である 原価企画は、 ＰＬ制 度の導入によって少
な からず影響 を 受け るも の

と 予 測 で き る。

皿． Ｐ Ｌと 原価
企画

企 業 の ＰＬ対 策 の 柱 は、
ＰＬＰ で あ る。 ＰＬＰ は、 ＰＬ ク レ ー

ム や ＰＬ 事 故 の 原 因 と な る 因 子 を 取

り 除 く こ と を 目 的 と し た 活 動 で あ り、 た と え ば、 安 全 装 置 の 取 り 付
け な ど、 主 に 開 発 ・ 設 計 段

階 を 中 心 に 実 行 さ れ る 必 要 が あ る。 従 来、 わ が 国 の メ ー カ ー で は、
こ の 段 階 に お い て 徹 底 的 な

コ ス ト の 低 減 が、 原 価 企 画 と い う 名 の も と に 推 進 さ れ、
大 き な 成 果 を あ げ て き た。 こ の 原 価 企

画は、 わ
が国の自動 車業界を中心に近年 飛躍的に広まった原価管 理手法であるが、 それは

効率

を最優先 し、 販価 を低く 抑えるかわりに、 利
益はコス トの削 減な ど内部努力によって捻出する

という構造を定着さ せてきた同業界の体 質を象徴する もの でもあ 乱

野中 ら ［１９９３コ は、 上記の構造は、
一 面において消費者 に利 益をもた らして きた が、 反 面

そ の た め の 犠 牲 も 大 き か っ た こ と を 認 識 す べ き で あ る と 強 調 す る ［野 中 ほ か、
１９９３
， ｐｐ．

８４－８５］。 さ ら に 彼 ら は、 同 業 界 が 直 面 し て い る
問 題 を 解 決 す る た め に は、 目

先 の 利 益 や コ ス

トのみにと らわ れた開発競争か ら脱皮す ることが必要である とも主張する。 かかる議論は・ 必

ず しもＰＬ問題 のみを念頭においた もの ではないが、 シェ ア拡大をめざす過当競争
と 際限 のな

い コ ス ト ダ ウ ン の ツ ケ は、 製 品 の 安 全 面 に
も っ と も 深 刻 な 影 響 を 及 ぼ し て き た と い え る で あ ろ

う。 し か も、 か か る 影 響 は 部 晶 メ ー
カ ー や 下 請 け 企 業 に 至 っ て は 一 層 深 刻 で あ る。 た と え ば、

自動車や家電 業界では、 親会社 は
「定期 原低」（原価低 減） と いう 名 目で ほぼ ６か月 お き に、

部 品 メ ー カ ー お よ び 下 請 け 企 業 に 対 し コ ス ト 削 減 要 請 を 行 っ て き た。 い わ ば、 こ う し た 企 業 系
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列 をも巻き込ん だ厳 しいコ ストダウンが、 下請け企業を中心に品質 管理 を甘く し、 安全品質の

劣る製品が出回る結果となっ たのである。 事実、 近年わが国で製品 欠陥事故が多発している要

因 のひとっと して、 設計 段階を中心
としたコスト ダウ ンの行き過 ぎを指摘する声は跡を絶たな

い一〕。 ま た、 わ が 国 に は、 目 先 の 利
益 に 結 び 付 か な い も の は 過 剰 品 質 と み な す よ う な 企 業 文 化

が あ る と 指 摘 す る 実 務 家 も い る ［宮 崎 ・ 矢 羽 田，
１９９２
， ｐ１
１６］。 そ の ほ か、 コ ス ト の 間 題 に こ

そ 言 及 し て い な い が、 通 産 省 も、 前 述 し た 工 業 製 晶 事 故 の
集 計 結 果 に 関 す る コ メ ン ト と し て、

短 期間のうちに新製晶がっ ぎつ ぎに売り出されるような開発競争の 激化が、 製品事故の引き金

とな っていると論評 して いる ［『朝日新聞』１９９２年４月１７日コ。 これらの指摘を総合するなら、

ＰＬ制 度の導入にと もな い、 原価企画を含め製晶の開発・設計の
あ り 方 は大き く 変わ って いか

ざ る を え な い で あ ろ う。

も ち ろ ん、 従 来 の 製 晶 開 発 ・ 設 計 は、 ひ と え に コ ス ト の 削
減 の み に 適 進 し て き た わ け で は な

い。 ＶＥ （価 値 工 学） に 象 徴 さ れ る よ う に、 そ こ で は ユ ー ザ ー
が 求 め る 製 品 の 晶 質 な い し 機 能

水 準と、 利益目標の達成 上必 要とされる原価水準の実現
が同時 的に追及されていくわ けである

が、 「現 実 に は、 材 料 を 替 え る、 重 量 を 軽 く す る、 肉
を 薄 く す る、 と い っ た 原 価 低 減 が 次 々 と

出 さ れ て 実 行 さ れ て」い き、 「 ＱＡ （品 質 保 証）
上 心 配 な 面 が 起 こ」 り う る ［赤 尾，

１９９０， ｐｐ．

９４－９５］。 ま た、 ＶＥ に あ っ て は、 ユ ー ザ ー に
と っ て 魅 力 の あ る 品 質 要 素 や 一 元 的 品 質 要 素 を

強 調するあまり、 安全性
な どの当り前晶質に対する検討がおろそ かになる危険性 もあ る。 ここ

で、 当り前品質というの は、 「それが充足されれ
ば当り前と受 け取られるが、 不充足 であ れば

不 満を引き起こす晶質要 素」をさす。 一方、 魅力 的晶質
とは 「それが充足 さ れれ ば満 足 を与え

る が、 不充足であって もしか たな いと受け取ら
れる晶質要素」で、 一元 的晶質とは、 「そ れが充

足 さ れ れ ば 満 足、 不 充 足 で あ れ
ば 不 満 を 引 き 起 こ す 晶 質 要 素」と 定 義 さ れ る ［赤 尾， １９９０， ｐ．４

８コ。 そ こ で、 当 り 前 晶 質 の 充 足 は、 付
加 価 値 を 生 み 出 す こ と は な い が、 「企 業 と し て は、 技 術

的 に 重 要 な 晶 質 と し て 特 に そ の 品 質 確 保 に 万 全 を 期 さ ね ば な ら な い」 ［赤 尾， １９９０， ｐ．９９］ も

の で あ る。

この ように、 現在の原価
企 画が抱える問題は多いが、 かとい って 原価企画を実践 して いる

す

べ て の 企 業 が、 安 全 性 を 軽 視 し て き た と は 思 わ な い。 し か し な が ら、 原 価 企 画 で は、 製 晶 の
設

計担当 者に目標原価ない しはコスト低減額が予算の形で示され、 しかも、 通常その予 算は
かな

り タ イ ト な も の で あ り、 か っ こ れ を １００ ％ 近 く 達 成 す る こ と が 義 務
づ け ら れ て き た。 一 円 に も

み た な い ポ ル ト １ 本 あ る い は 抵 抗 器 １ っ が コ ス ト ダ ウ ン の 対 象 と さ れ る よ う な 激 し い 競 争 下 に

あるわ が国では、 製品開発の多く の場面で、 安全性向上のため の装置や部品にコス ト削
減のし

わ よ せ が い く 傾 向 が あ っ た こ と は 否 め な い で あ ろ う。

それ では、 ＰＬ 対策上、 製品 の開発・設計段階には今後 どの よう
な対応が求 め ら れてく る の

で あ ろ う か。 ＰＬＰ の 観 点 か ら は、 少 な く と も、 開 発 ・ 設 計 段 階 に お い て 次 の よ う
な 対 策 が 必

要 と な ろ う。
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（１） 製品 を供 給する地域の安全規格、 法 規制 に関する情報
を収 集し、 それに適した設計を行う。

（２） 科学 技術、 他社技術に関する情報を収 集して、 業界の 技術水
準に遅れを取らないようにす

る 。

（３） 誤使用 を含めた使用条件を予測 し、 安全対策を設計 に
盛り 込む。

（４） 製晶の安全性を左右する保安部品と 仕様を特定する。

（５） 構想 段階、
試作品、 量産試作品の安 全性評価を行う。

（６） 使用 上の注意・警告事項、 誤使用の 場合に生 じる 危険性を取扱説明書に記載
し、 製晶上に

も 表 示 す る。

（７） 市場クレームヘの対応も含め、 設 計変更の際 は目 的を明確化 した上で、 安
全性評価を行う。

（８） 安 全 性 の 検 討 ・ 評 価 に 関 す る 記 録 を 作 成 し て 保 管 す る ［平 河， １９９２， ｐ．１７コ。

上記のような対策を実践 して行く には、 製品の開発 ・設計に直接に携わる技術者
の協力が不

可欠である。 同時に、 彼
らには予想さ れるあ らゆる状 況下で製晶がどのような使われ方をする

の か を、 人 間 工 学
的 な 視 点 か ら 予 測 し、 こ れ に 対 処 し て い く こ と な ど、 さ ま ざ ま

な 対 応 が 求 め

られる。 その一方で、 Ｐ
Ｌ事故が発生 すれば実質的な 責任は彼らが負うことに な 孔 こう した

事 情 を 考 慮 す る な ら、 従 来 の よ う に、 開 発 ・ 設 計 部 門 を プ ロ フ ィ ッ ト ・
セ ン タ ー と 規 定 し、 と

もすれば彼らに過大な利益責任を課 す従来のやり 方は再検討されるべきであろう。

ま た、 上述の
ＰＬＰ の諸項目 を正 しく 実践 して行く ためには、 組織

を あ げてこ れに 取り 組ん

で い く こ と は も ち ろ ん、 明 示 的 な ル ー ル の 確 立 が 必 要 と
な っ て く る。 し か も、 ＰＬ そ の も の が

グローバルな経営間題であるこ とから、 当該 ルー ルは国際的な基準に準拠
した もの である必 要

が あ ろ う。 こ の 点 に 関 し て い え ば、 わ が 国 で も 最 近、 品 質 保 証 の 国 際 規 格 で
あ る ＩＳ０ ９０００ シ

リ ー ズ５〕の 認 証 取 得 に 向 か う 企 業 が 急 増 し て い る。 も っ と も、 そ の
大 半 の ケ ー ス は 海 外 の 取 引

先な どか らの取得要請 に応 えよ うとする もの であ るが、 ＰＬ間
題 の存 在がこの動 き を後 押 しし

て い る こ と も 事 実 で あ る ［『日 経 メ カ ニ カ ル』 １９９３． ３．２， ｐ．
２２］。

い ず れ に せ よ、 認 証 を 得 る た め に は、 規 格 に 合 致
し た 品 質 管 理 シ ス テ ム の 構 築 や 作 業 マ ニ ュ

アルの整備にくわえて、 製 晶・部品の履歴管 理や責任分担の明
確 化が不可欠であ 乱 このこと

か ら 知 ら れ る よ う に、 ＩＳＯ 規 格 は 欧 米 流 の ト ッ プ ダ ウ ン
型 の 品 質 管 理 を 前 提 と し て お り、 ＴＱＣ

や ＱＣ サ ー ク ル を 通 じ て わ が 国 企 業 が 培 っ て き た ボ ト ム ア ッ プ 型 の そ れ と は 観 点 が 異 な っ て い

る ［『日 経 メ カ ニ カ ル』 １９９３． ３．２， ｐ．１５］。 す
な わ ち、 日

本 的 品 質 管 理 は、 供 給 者 主 導 型 で、

その方法 も自然発生的かつ 情緒的である が、
ＩＳＯ 規格 は購入 者の立場から供給者が実行すべ き

品 質 管 理 を 論 理 的 ・ 体 系 的 に 定 め た も の で あ る ［久 米，
１９９１
， ｐ．
７５コ。 し た が っ て、 ＩＳＯ 規 格

は日本的品質管理の弱点を補う可能性を 持っ 反面、 企業の 自主性を阻害したり、 あるいは従来

のやり 方との間に不整合が生じる恐 れが ないとはいえな い。 同時に、 日本的な品質管理と共通

する 特質をもっ原価企画について も、 同 様な危倶の念を 抱かざるをえない。

実 際、 こ う し た 背 景 を 踏 ま え て、 筆 者
が 面 接 調 査 を 行 っ た コ ン ピ ュ ー タ ・ メ ー カ ー の 技 術 者
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は、 ＰＬ 制度が導入され、ＩＳＯ 規格 に準じた安全性の保証が優先さ れると
な れ ば、 原 価企 画 と

い っ た 発 想 そ れ 自 体 を 維 持 し て い く こ と が 不 可 能 と な る か も し れ な い と 語 っ て い た。 少 な く と

も、 開 発 ・ 設 計 段 階 に お い て こ れ ま で の よ う
な 大 幅 な コ ス ト ダ ウ ン や、 何 が

な ん で も 目 標 原 価

を 達 成 す る と い っ た こ と は 難 し く な っ て く る に ち が い な い。

ｌＶ． ＰＬ問 題 と管 理 会計 の貢 献 可能 性

以上 の議論において は、 ＰＬ制 度の導入が原価管理にいかなる変 化 を もた らす か を検討 して

き た。 当 然 な が ら、 そ の 変 化 は 管 理 会 計 シ ス テ ム に 対 す る 新 た な 情 報 要 求 を 生 む こ と に も な る。

ひ と っ に は、 ＰＬＰ 活 動 の 効 率 を 評 価 し、 当 該 活 動 を 効 果 的 に 推 進 し て い く た め に、 ＰＬ コ ス

トに関 する 情報の提供が求め られてこよ ㌔ この点、 １９６０年代 の前 半にすでに法制 化を 行 い、

ＰＬにっ いては３０年に及 ぷ歴 史をもつ 米国では、 ＰＬ 事故の発生確 率や過去の 支 出額 に関 する

統 計 デ ー タ を も と に 最 適 な ＰＬ コ ス ト を 算 出 す る 手 法 が 提 案 さ れ て い る ほ か帥、 ＰＬ コ ス ト の 効

果 的 な 管 理 手 法 を 模 索 す る 研 究 ［Ｓｐａｃｏｎｅ，
１９８４コ な ど も 公 表 さ れ て い る。 も と よ り、 経 営 環

境の異なる わが国で、 同様な 手法 ある いは研究成果の活用が直ちに 有効 と は思 わ ない が、 ＰＬ

コ ス ト の 測 定 は・ ＰＬ リ ス ク の 存 在 と そ の 影 響 の 大 き さ を 組 織 成 員 に 知 ら し め、 ＰＬ 事 故 の 防

止に向 けた 全社的な管理体制 を整えて いく ために、 わが国にあって も不可欠の要素となってこ

よ う。

こ の こ と は、 品 質 に っ い て 知 る た め に、 と き に そ の 写 像 と し て 品 質 コ ス ト の 測 定 が 必 要 と さ

れることと 共通 している。 品質コス トの測定、 すなわち品質原価計算 は近年わが国でも急速に

普及 しつつありｏ、 それは品質管理の視点を異 にするさまざまな都門の担 当 者が、 原価 と いう

共 通 な 切 り 口 に よ っ て 品 質 に つ い て 語 る こ と を 可 能 に し て き た。 た だ、 コ ス ト と い う 切 り 口 が

ＰＬ 対 策 上 っ ね に 有 効 で あ る と は 限 ら な い。 た と え ば、 米 国 の 判 例 に よ る と、 ＰＬ 事 故 の 予 想

発 生 率 を も と に 算 定 し た 応 訴 費 用 が、 リ コ ー ル に 必 要 な コ ス ト に 比
べ 割 安 で あ っ た た め に・ そ

の 対 応 を 怠 り 懲 罰 賠 償 金帥 を 課 さ れ た ケ ー ス も あ る。

も っ と も、 こ れ は 本 来 ト レ ー ド オ フ 関 係 に な い ＰＬＤ コ ス ト と ＰＬＰ コ ス ト と を、 安 易 に 計 り

に か け た た め に 起 こ っ た 結 果 で あ る。 前 述 の よ う に、 ＰＬ コ ス ト に は ３ っ の タ イ プ の 異
な る 原

価 概 念 が あ る。 図１が 示 す よ う に、 こ の う ち、 ト レ ー ド オ フ の 関 係 が 成 立 す る の は ＰＬＰ コ ス ト

と ＰＬ 損 失 に っ い て で あ る。 す な わ ち、 ＰＬＤ コ ス ト に つ い て は、 い か に 多 額 の コ ス ト を
か け よ

う と も、 ＰＬ事 故 そ の も の を 回 避 す る こ
と は で き な い。 仮 に、 高 額 の 保 険 料

を 支 払 え ば 暗 償 金

等 の負担は少なくて すむであろうが、 さりとて企業イメー
ジの失墜までも食い止 める ことはで

き な い。 し た が っ て、 ＰＬ コ ス ト の 管 理 は、 ＰＬＰ コ ス ト を で き る だ け 効 果 的 に 支 出 し て、 ＰＬ

損 失 の 発 生 額 を 最 小 に 抑 え て い く の が 基 本 で あ る。 こ の こ と は、 品 質 原 価 計 算 が、 ト ー タ ル
な

品 質 コ ス ト に 占 め る 予 防 コ ス ト や 評 価 コ ス ト の 割 合 を 高 め て、 失 敗 コ ス ト の 低 減 を 図 っ て い こ

う と す る こ と に 共 通 す る ア プ ロ ー チ で あ る。 こ の こ と か ら、 品 質 原 価 計 算 は、 ＰＬＰ 活 動
を 支
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援 す る 情 報 シ ス テ ム の プ ロ ト タ イ プ と な り う る と 期 待 で き る９〕。

Ｐ

Ｌ

コ

ス

ト

Ｐ Ｌ Ｐ コ ス ト

Ｐ Ｌ Ｄ コ ス ト

Ｐ Ｌ 損 失

安 全 性

図 １ Ｐ Ｌ コ ス ト と 安 全 性 と の 関 係

い ず れ に し て も、 ＰＬ コ ス ト の 管 理 を 効 果 的 に 行
う た め に は、 製 品 の ラ イ フ サ イ ク

ル 全 般 に

わ た っ て、
ＰＬ コ ス ト が ど の よ う な コ ス ト ・ ビ ヘ イ ビ ア を 描 く か を 把 握 す る 必 要 が あ ろ う。 そ

の た め に、
ＰＬ コ ス ト の 測 定 に は、 事 実 上 ラ イ フ サ

イ ク ル ・ コ ス テ ィ ン グｍ） が 不 可 欠 と な る。

一 般 に、 工 業
製 品 の 故 障 率 は バ ス タ ブ 曲 線 を 描 く と い わ れ る か ら、 コ ス ト も ラ

イ フ サ イ ク ル の

初期とと もに 末期 にお いて再び上昇すると予測さ れる。 長期間の使用 による劣 化でこ
の時期に

製品事故 やトラブルが集中する傾向があるか らで、 リコールな どを必要
と する 重大なケースを

除 け ば、
い わ ゆ る 製 品 の 寿 命 と い う こ と で、 従 来 は メ ー カ ー が こ の 段 階 で コ ス

ト を 負 担 す る こ

と は な か っ た。 し か し、 ＰＬ 制 度 導 入 後 は、
す で に 市 場 に お け る ラ イ フ サ イ ク ル を 終 え た 製 晶

で あ っ て も、 ユ ー ザ ー が こ れ を 使 用 し っ
づ け る か ぎ り、 原 則 と し て ＰＬ リ ス ク は

発 生 し っ づ け

る こ と に な る。 そ の た め、 こ の リ ス ク の 回
避 も し く は 軽 減 を 図 る べ く ＰＬＤ 関 連 の コ ス ト が ラ

イ フ サ イ ク ル の 後 期 に 上 昇 す る の で あ る。 し た が っ て、 こ う し た コ ス ト
・ ビ ヘ イ ビ ア に 着 目 す

る な ら、 製 品 開 発 の よ り 早 い 段 階 で
ＰＬＰ コ ス ト の 効 果 的 な 支 出 が 望 ま れ よ う。

他 方、 ＰＬＤ の 視 点 か ら
も
、
ＰＬ コ ス ト の 測 定 が 必 要 と な っ て く る か も し れ な い。 再 び 米 国 の

判例によれば、 製品の欠陥
の認 定にあたって、 しば しば危険・効用

基準に もと づく製品欠陥 認

定 テ ス ト が 行 わ れ、 効 用
が 危 険 性 を 上 回 っ て い た 場 合 に の み、 メ ー カ ー の 責 任 が 回 避 さ れ て い

る。 この認定テス トは、 以 下の
５つ の項目に準 じて 製晶のもっ潜在的な危険性 と効用と を分析

し よ う と す る も の で あ る。

（１） 設計 が原 因とな る危険の重大性

（２） 危険 発生の可能性ないし確率

（３） より 安全な代替設計の技術的可能性

（４） 代替設言十に要するコスト

（５） 代 替 設 計 が 生 じ せ し め る マ イ ナ ス 効 果 ［大 羽，
１９８８
， ｐ．
６９］
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法環 境の異なるわが国で 同様な欠陥認定の基準が採用さ れる かどうかはわか らな いが、 以上

の諸点 を考慮するな ら、 ＰＬ導 入後は、 製品の使用者の知 識や 教育 レ
ベ ル、 さ らに は製 晶 が使

用さ れる環境条件を考慮 しっっ、 彼らにとって絶対安
全な 商品の設計を理想と し、 これが不可

能な場 合には、 他の代 替設 計を探索 し、 それ も不可能 であ る場合には警告文
やラ ペルを添付す

る といった設計思考が必 要となろう。 ここで重要なこ とは、 理想設計や代替 設計に
要するコス

ト も ま た、 メ
ー カ ー の 責 任 を 回 避 す る 重 要 な 根 拠 の ひ と っ と な り う る と い う こ と で あ る。 安 全

性の追 及がいかに重要 であ るとはいえ、 企業 は利益を 犠牲 にするほ どの膨
大なコ ストを危険回

避 の 目 的 に 費 や す こ と は で き な い。 そ こ で、 「メ ー カ ー と し て は、 設 計 時 に コ ス ト と の 見 合 い

で、 最 も 安 全 で あ る
と 思 わ れ る 設 計 を し な け れ ば な ら な い」 ［大 羽， １９８８， ｐｐ．２０１－２０２］

が、

同 時 に そ の コ ス ト が 適 正 な 金 額 で あ っ た こ と を、 第 三 者 に 対 し て も ア ピ ー ル で き る
だ け の デ ー

タ を 整 え て お く 必 要 が あ る。 そ の 意 味 で、 ＰＬ 制 度 の 導 入 は、 管 理 会 計 シ ス テ
ム に 対 し て、 ＰＬ

Ｐ の み な ら ず ＰＬＤ に 向 け た コ ス ト ・ デ ー タ の 提 供 と い う 情 報 二 一 ズ を も 喚 起 す る こ と に な る

の で あ る。

Ｖ．
小 括

本稿 は、 ＰＬ 制度の 導人が企業経営におよぼす影 響を原価管理を中心に 考察
してき た。 も と

より、 原価管理の側面 のみならず、 ＰＬ制度は企業 経営に多彩
な変革を要 求す るこ と にな る で

あ ろ う。 し か し な が ら、 わ が 国 の 産 業 界 の 一 部 に は、 か か る 変 革 に 無 関
心 で あ っ た り、 あ る い

はＰＬ 間題その もの を軽 視する風潮があるよう にも見受けられる。

実 際、 筆者は一昨年 夏から今年にかけて、 わ が国を代表するメ ーカー数 社
を訪問調査したが、

ＰＬ は法務部門の固有 の問題と断言する企業や 晶質 管理都門や技術部門で 独自 の対 応 を図 りっ

っ も、 設 計 部 門 な ど と の 連 携 が う ま く い っ て い
な い 会 社 が 大 半 で あ っ た。 ま た、 多 く の 企 業 で、

ＰＬ への対応に関 して は、 秘密主義が横行 して いる
との印象を受けた。 すなわ ち、 筆 者 は同 時

に 環境問題への対応につ いても調査 したが、 こ
ち らにつ いては詳細な資料 を提示して積極的な

対 応 を ア ピ ー ル す る 企 業 が 多 か っ た こ と に 比 べ る と、 明 ら か に 好 対 照 を 示 し て い た よ う に 思 う。

っ ま り、 安 全 に 対 す る 配 慮 は、 い わ ば あ っ て 当 り 前、 消
費 者 に ア ピ ー ル す る も の は な に も な い

と の 考 え が 企 業 側 に は あ る の か も し れ な い。 く わ え て、 こ と さ ら に ＰＬ 対 策 を 強 調 す れ ば、 従

来 の製品安全面への対 応に対して疑念を抱か れかねな いといった感が彼 らに あることも否定 で

き ない。 経営管理面の 対応の強化
もさることなが ら、 まずはこうした意識の 変革こそが必要 で

あ ろ う。
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注

１） 事 実、 米 国 製 造 協 会 の リ ス ク 管 理 担
当 マ ネ ジャ ー の 話 に よ る と、 日 本 を は じ め 外 国 企 業 は、 ＰＬ

コ

ス ト の 負 担 が ２０ 分 の１か ら ５０ 分 の １ に 過 ぎな い と い う ［『朝 日 新 聞」 １９９２ 年 １２月 ２８ 日］。

２） こ の 事 件 は、 必 須 ア ミ ノ 酸 「Ｌ 一 トり プ ト ファ ン」 を 使 っ た 健 康 食 品 が 血 行 障 害 な ど を 起 こ し
た と

して 米 国 内 で 問 題 と な り、 原 料 の 供 給 先 で あ る 昭 和 電 工 が 訴 え られ た も の で あ る。

３） わ が国 の 自 動 車メ ー カ ー の 車 種 当 り 研 究 開 発 費 は、 一 番 多 い トヨ タ で 約 ９００ 億 円 で あ る が、 こ れ は

Ｇ Ｍ や フ ォ ー ド の 約 ３ 分 の １、
ベ ン ツ の ７ 分 の １ に 過 ぎ な い ［野 中 ほ か，

１９９３
． ｐ．
８２］。

４） た と え ぱ、 そ う し た 声 を 集 約 した 特 集
が 『朝 日 新 聞」 ［１９９０ 年 ４ 月 ７ 日］ に 掲 載 さ れ て い る。

５） ＩＳ０ ９０００ シ リ ー ズ に つ い て は、 久 米 ［１９８８コ
を 参 照 さ れ た い。

ま た
、
あ わ せ て 久 米 ［１９９１ ］ お よ

び 飯 塚 ［１９９１］ も 参 照 さ れ た い。

６） た と え ぱ
、
Ｔｈｏ ｍａｓ ［１９８９］ を 参 照 さ れ た い。

７） 品 質 原 価 計 算 は、 こ れ ま で わ が 国 で は ほと ん ど 実 施 さ れ て い な いと い わ れ て き た が、 櫻 井 ［１９９２］

の 調 査 に よ れ ぱ、 い ま だ そ の 数 は少 な い もの の、 品 質 原 価 の 測 定 を 予 算 や 管 理 会 計 制 度 と 関 連
づ け て

実 施 して い る企 業 が 増 え っ つ あ る こ と が知 ら れ る。 ま た、 わ が 国 に お け る 晶 質 原 価 計 算 の 事 例 に つ い

て は、 伊 藤 ［１９９２］ を 参 照 さ れ た い。

８） こ れ は、 加 害 者 の 行 為 が 道 徳 的 な 非 難 に 値 す る と き、 こ れ を 処 罰 す る 意 味 で、 加 算 さ れ る が・ ＥＣ

と 同 様 に わ が国 で は 適 用 さ れ な い よ う で あ 孔

９） こ の 点 に 関す る 詳 細 な 議 論 に つ い て は、 伊 藤 ［１９９１ａコ お よ び ［１９９１ｂ］ を 参 照 さ れ た い。

１Ｏ） ラ イ フ サ イ ク ル ・ コ ス テ ィ ン グ に つ い て は、
Ｂ１ａｎｃｈａｒｄ ［１９７８］ を 参 照 さ れ た い。 ま た、 あ わ

せ

て 牧 戸 ［１９８６コ も 参 照 さ れ た い。

＜参考文献＞

赤 尾 洋 二 『品 質展 開 入 門」 日 科 技 連，
１９９２．

朝 見 行 広 「我 が国 に お け る 製 造 物 責 任 立 法 の 意 義と 動 向」 『標 準 化 と 品質 管 理』

Ｖ ｏユ．
４４
，
Ｎ ｏ．
１１
．
１９９１
， ｐｐ ．

５－ １０．

Ｂユａｎｃｈａｒｄ，
Ｂ．Ｓ．，

Ｄｅｓ土ｇ〃 απｄ Ｍαπαｇｅ丘ｏ 〃∫ｅ Ｃツｃ加 Ｃｏｓ丘，
Ｍ ／ Ａ Ｐｒｅｓｓ，

１９７８ （宮 内 」 郎 訳 『ラ イ フ

サ イ ク ル ・ コ ス ト計 算 の 実 際」 日 本 能 率 協 会， １９７９）

平 河 宗 「電 気 計 測 器 の ＰＬ 対 策」 『標 準 化 と 晶 質 管 理」 Ｖｏ１．
４５
，
Ｎｏ．８．

１９９２
， ｐｐ．

１７－１９．

飯 塚 悦 功 「ＩＳ０ ９００１ の 晶 質 シ ス テ ム」 『品 質 管 理」 Ｖｏ１．
４２
，
Ｎｏ．
８
．
１９９１
， ｐｐ．

８３－９５．

伊 藤 嘉 博 「 プ ロ ダ ク ト ・ ラ イ ア ビ リ テ ィ ・ コ ス ト の 測 定 と 管 理」 『曾 計」 Ｖｏ１，
１４０
，
Ｎｏ．
１
．
１９９１ａ， ｐｐ．

９

０－ １０５．

伊 藤 嘉 博 「製 造 物 責 任制 度 の 導 入 と 原 価 計 算 の 課 題 ： ＰＬ コ ス テ ィ ン グ の 意 義 と 可 能 性」 『成 腰 大 学 経

済 学 部 論 集 」 Ｖ ｏユ．
２２
，
Ｎ ｏ．
１
．
１９９１ｂ

， ｐ ｐ．
５３ －７７．

伊 藤 嘉 博 「品 質 原 価 計 算 の 実 際 一 オ ム ロ ン 株 式 会 社 の ケ ー ス を 中 心 に」 『 企 業 会 計」 Ｖ ｏ１．
４４
，
Ｎｏ，
８
．

１９９２
， ｐｐ．

３２ ＿４０．

久 米 均 『品 質 保 証 の 国 際 規 格 一 ＩＳＯ 規 格 の 対 訳 と 解 説」 日 本 規 格 協 会， １９８８．

久 米 均 「ＩＳＯ 品 質 保 証 規 格 ９０００ シ リ ー ズ に つ い て」 『品 質 管 理」 Ｖｏｉ．
４２
， Ｎｏ．

７
．
１９９１
， ｐｐ．
６７－７７。

牧 戸 孝 郎 「ラ イ フ サ イ ク ル ・ コ ス テ ィ ン グ と 原 価 管 理」 『倉 計』 Ｖｏｌ．
１３９
，
Ｎｏ．
２
．
１９８６
， ｐｐ．

５２－６６．

宮 崎 哲 男 ・ 矢 羽 田 強 「我 が 社 の ＰＬ 対 策」 『標 準 化 と 晶 質 管 理』 Ｖｏ１．
４５
，
Ｎｏ．
１２
．
１９９２
， ｐｐ．

ユ４－１６．

野 中 郁 次 郎 ・ 紺 野 登・ 徳 岡 晃 一 郎 ・ 川 村 尚 也 「自 動 車 産 業 に 迫 られ る シ ェ ア 至 上 主 義 か ら の 脱 却」

『 ＤＩＡ Ｍ Ｏ Ｎ Ｄ ハ ー バ ー ド ビ ジ ネ ス 」 Ｄｅｃ．一Ｊ ａｎ．
１９９３
， ｐｐ．

８１－ ９１．



製 造 物 責 任 制 度 の 導 入 が企 業 の原 価 管 理 に 及 ぼ す 影 響 （伊 藤） ４９

大 羽 宏 一 『米 国 の 製 造 物 責 任 と 懲 罰 賠 償」 日 本 経 済 新聞 社，１９８８、

櫻 井 通 晴 「わ が 国 管 理 会 計 シ ス テ ム の 実 態 一 ＣＩＭ 企 業 の実 態 調 査 分 析」 『専 修 経 営 学 論 集」 Ｎｏ．５５．

１９９２
， ｐｐ．

１０９＿ １７５．

下 山 田 薫 「企 業 の ＰＬ 対 策」 ｒ標 準 化 と 品 質 管 理』 Ｖｏ１．
４５
，
Ｎｏ．
８
．
１９９２
， ｐｐ．

５－１３．

Ｓｐａｃｏｎｅ，
Ａ．Ｃ．，

” Ａ Ｐｒａｃｔｉｃａ１ Ｇ ｕｉｄｅ ｔｏ Ｃ ｏｎｔｒｏ１１ｉｎｇ Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｌｉａｂｉ１ｉｔｙ Ｃｏｓｔｓ
”
，
Ｊｏ 〃 παＺ ｏ∫

Ｐｒｏｄ“ α 〃 α ω 〃 ツ，
Ｖ ｏ上．

７
．
１９８４
， ｐｐ．

３６５－ ３９８．

Ｔ ｈｏ ｍ ａｓ，
Ｍ．Ｕ．，

” Ａ Ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ Ｍ ｏｄｅ１ ｆｏｒ Ｍ ａｎ ｕｆａｃｔｕｒｅｒ Ｗ ａｒｒａｎｔｙ Ｒ ｅｓｅｒｖｅｓ
”
，
Ｍ αηαｇｅ ｍ ｅ 〃

Ｓｃ｛ｅηｃｅ，
Ｖ ｏ１．

３５
，
Ｎ ｏ１２．

１９８９
， ｐｐ．

１５１５ －１５１９．

安 田 火災 海 上 保 険 株 式 会 社 『ＰＬ ＝ 製 造 物 責 任 ： 製 品 に ど こ ま で 責 任 を 負 う べ き か」 講 談 社， １９９０．

（本 稿 は、 三９９２ 年 度 文 部 省 科 学 研 究 補 助 金一一般 研 究（Ｃ）に よ る 研 究 成 果 の一一部 で あ り、 日 本 社 会 関 連 会 計

学 会 第 ５ 回 大 会 に お ける 研 究 報 告 に 加 筆 した もの で ある。 ）


